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令和４年度　新規・主要事業一覧（第10回補正予算分）

施策体系 事業名称 事業区分 事業概要 課名

未来を担う子どもたちを育むまち2

子育て支援の充実1

1 母子保健

出産・子育て応援
事業

新規事業 妊娠届出時から子育て家庭に寄り添い、面談等を通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支
援の充実を図るとともに、妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対する経済的支援を一体
として実施する。

健康課

2 子ども・子育て支援

幼稚園・保育園感
染症拡大防止対策
事業

継続事業 市内公立幼稚園及び保育園における感染症対策を強化するために必要となる保健衛生用
品等の購入を補助する。

幼保こども園
課

学校教育の充実2

1 学校教育

学校給食費支援事
業（小中学校給食
費無償化）

継続事業 市立小中学校の給食費の無償化を実施することで、小中学校の児童生徒がいる家庭に対
し、原油価格、物価高騰による影響を大きく受けて多くの品目の食料品が値上げの状況の
なか、経済的負担の軽減と安心して学校生活を送ることができるよう支援する。

学校給食セン
ター

持続可能な行財政経営を進めるまち6

健全で効果的・効率的な行財政運営の推進1

2 情報提供・情報利活用

デジタル環境の整
備

新規事業 耐用年数を超えた機器や故障頻度が高い機器等の更新を行い、修理費用の増大や故障に
よる障害を抑止し、事業継続性を高める。

デジタル推進
課

業務内容に応じた
PC環境の整備

新規事業 持ち運びに適したモバイル型ノートPCを導入するとともに、より実用的なテレワーク環境の
整備に向けて、必要な機器を導入する。

デジタル推進
課

2
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複数年度単年度繰返

持続可能な行財政経営を進めるまち

情報提供・情報利活用

6

2

総事業費 21,777千円

事業の対象

現状・課題

耐用年数を超えた機器や故障頻度が高い機器等の更新を行い、修理費用の増大や故障による障害を抑止し、事業継続性を
高める必要がある。また、世界的な半導体不足の影響により、従来より納期が長くなる傾向が見られることから、早期の発注が
求められる。

事業の概要
(全体計画)

〇 耐用年数が経過した権限管理サーバ（正・副2系統）の機器更新
〇 出先機関との暗号化通信等に用いるネットワーク機器の更新 （ 計20台分 ）
〇 故障頻度の高い事務系プリンタの更新 （ 20台分 ）
〇 住記系PCの調達 （ 10台分 ）
〇 メーカーサポートの終了を迎えるRPAソフトのバージョンアップと、動作シナリオの更新

事 業 名 デジタル環境の整備

デジタル推進課

新規事業

令和3年度 令和4年度
・サーバ機器、ネットワーク機
器、プリンタの更新
  17,272千円
・住記系PC等の購入
    3,108千円
・RPAソフトのバージョンアップ
    1,397千円
（繰越明許費設定）

令和5年度

21,777

21,777

令和４年度 新規・主要事業調書（第10回補正予算分）

各年度の概要

 事業費A　（千円）

国 ･ 県 支 出 金

起 債

そ の 他 の 特 財

一 般 財 源

１．基礎情報 担当課名

会  計  区  分

令和6年度

一般会計

３．事業実施に当っての必要性・有効性等

職 員従 事者 数(人･年)B

地域活力創生部

補  助  金  等 有 無国 県 その他(

1 健全で効果的・効率的な行財政運営の推進

根 拠 法 令 等 名 称有 無
事 業 期 間 単年度(　　　　年度)4 (　　　　年度 ～ 継続) (　　　　年度 ～ 　　　　年度)

事 業 区 分

２．事業の概要

(対象数: )

(　　　　 年度 ～ 　　　　 年度)4 4

0 0.2 0 0
1,340

23,117
人件費C=B×6,700千円

概 算 コ ス ト  A + C

４．その他特記事項

（期待できる効果）

③2
行政事務の効率化を図るため、業務プロセスにおけるICT利活用を検討します。取組

№

各事業の継続性を担保するためには、情報インフラ装置の定期的な更新が必要である。特に故障等による影響が大きい機器については、予防保守の
観点から、一般的な耐用年数を鑑み機器の更新を行っている。引き続き、経済合理性を勘案しながら計画的な更新を進めて行く。

施策
体系

目的・意図
・耐用年数を超えたサーバ装置、ネットワーク機器、故障頻度の高いプリンタ等の更新により、事業継続性を担保する
・故障交換用/緊急配布用の住記系PC確保により、故障交換による事業継続はもちろん、急な事業への対応を可能とする

主 な 予 算 費 目 款 項 目2 1 1

)

 目指す５年後のまち 情報通信技術を活用した行政サービスの利用や行政事務への導入が広がっている。

4



複数年度単年度繰返

持続可能な行財政経営を進めるまち

情報提供・情報利活用

6

2

総事業費 14,968千円

事業の対象

現状・課題

事務処理のデジタル化やICT等の活用による業務効率化に対応した、適切な執務環境を整えてゆく必要があるが、現状配布し
ている事務用PCは、自席での作業には適しているが、会議・打合せ等に持ち込むには重くて大きい。また、現状のテレワーク環
境では、テレワーク実施者との通話（音声・映像）を行うことができない。

事業の概要
(全体計画)

〇 事務用PCとして、モバイル型ノートPCを中心とした執務環境を導入する。 （合計 30セット）
    - 現行ノートPCとの比較や使い勝手の評価を行い、次期PC調達時の機器選定に反映する
〇 テレワーク対象者とのビデオ通話等に利用可能な環境を導入する （合計 5セット）

事 業 名 業務内容に応じたPC環境の整備

デジタル推進課

新規事業

令和3年度 令和4年度
事務用モバイル型PCの導入
 12,830千円
テレワーク環境の強化
  2,138千円
（繰越明許費設定）

令和5年度

14,968

14,968

令和４年度 新規・主要事業調書（第10回補正予算分）

各年度の概要

 事業費A　（千円）

国 ･ 県 支 出 金

起 債

そ の 他 の 特 財

一 般 財 源

１．基礎情報 担当課名

会  計  区  分

令和6年度

一般会計

３．事業実施に当っての必要性・有効性等

職 員従 事者 数(人･年)B

地域活力創生部

補  助  金  等 有 無国 県 その他(

1 健全で効果的・効率的な行財政運営の推進

根 拠 法 令 等 名 称有 無
事 業 期 間 単年度(　　　　年度)4 (　　　　年度 ～ 継続) (　　　　年度 ～ 　　　　年度)

事 業 区 分

２．事業の概要

(対象数: )

(　　　　 年度 ～ 　　　　 年度)4 4

0 0.2 0 0
1,340

16,308
人件費C=B×6,700千円

概 算 コ ス ト  A + C

４．その他特記事項

（期待できる効果）

③2
行政事務の効率化を図るため、業務プロセスにおけるICT利活用を検討します。取組

№

より効率的な業務の実現にあたっては、自席作業を中心とした業務、打合せ等庁内での移動が多い業務等、業務内容に応じた執務環境を用意するこ
とが重要である。各事務のデジタル化やペーパレス化と並行し、持ち運びのしやすい従来より小型のPC環境を導入することで、内外とのビデオ会議、
庁内でのペーパレス会議等の新たなワークスタイルにつなげる。引き続き、より価値の高い業務に注力できる執務環境を目指し、取り組みを進めて行
く。

施策
体系

目的・意図
・全職員が共通に利用していたPC環境を再考し、業務内容に応じたPC環境の整備を目指す
・現状実施中のテレワーク環境を踏まえ、より実用的なテレワーク環境の整備に向けて、必要な機器を導入する

主 な 予 算 費 目 款 項 目2 1 1

)

 目指す５年後のまち 情報通信技術を活用した行政サービスの利用や行政事務への導入が広がっている。

5



複数年度単年度繰返

未来を担う子どもたちを育むまち

母子保健

2

1

妊婦・子育て家庭への伴走型相談支援と経済的支援の一体的実施事業実施要綱（仮称）

総事業費 千円

事業の対象 市民(妊婦、子育て家庭）

現状・課題

核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊婦・子育て家庭も少なくない。すべての妊婦・子
育て家庭が安心して出産・子育てができる環境整備が喫緊の課題である。

61,111

事業の概要
(全体計画)

事業開始日：令和5年1月1日（予定）
伴走型相談支援と経済的支援の一体的実施として、妊娠届出時及び産後（4か月まで）に面談を実施するとともに、出産応援給
付金（5万円）・子育て応援給付金（5万円）を支給する。また、妊娠8か月頃に、希望者に対し面談を実施する。
なお、令和4年度については、制度開始時の経過措置として、令和4年4～12月に妊娠届出を行った者に出産応援給付金を、令
和4年4～12月に出生したこどもを養育する者に対し出産応援給付金及び子育て応援給付金を支給する。

事 業 名 出産・子育て応援事業

健康課

新規事業

令和3年度 令和4年度
・妊娠届出を行った者に対する
面談及び給付金の支給
・制度開始時の経過措置対象
者への給付金の支給
・システム改修

令和5年度
・妊娠届出を行った者に対する
面談及び給付金の支給
・妊娠8か月頃に、希望者に対
する面談の実施
・生後4か月までの子を養育す
る者に対する面談及び給付金
の支給

76,651

14,542

91,193

12,225

73,336

令和４年度 新規・主要事業調書（第10回補正予算分）

各年度の概要

 事業費A　（千円）

国 ･ 県 支 出 金

起 債

そ の 他 の 特 財

一 般 財 源

１．基礎情報 担当課名

会  計  区  分

令和6年度
・妊娠届出を行った者に対する
面談及び給付金の支給
・妊娠8か月頃に、希望者に対
する面談の実施
・生後4か月までの子を養育す
る者に対する面談及び給付金
の支給

一般会計

３．事業実施に当っての必要性・有効性等

61,111

12,225

73,336

職 員従 事者 数(人･年)B

福祉健康部

補  助  金  等 有 無国 県 その他(

1 子育て支援の充実

根 拠 法 令 等 名 称有 無
事 業 期 間 単年度(　　　　年度) (　　　　年度 ～ 継続)4 (　　　　年度 ～ 　　　　年度)

事 業 区 分

２．事業の概要

(対象数: 年間約730 )

(　　　　 年度 ～ 　　　　 年度)4

0 1 1.5 1.5
6,700 10,050 10,050

97,893 83,386 83,386
人件費C=B×6,700千円

概 算 コ ス ト  A + C

４．その他特記事項

（期待できる効果）

-
該当なし取組

№

妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充実させることで、安心して出産・子育てができるようにな
る。
また、経済的支援を一体的に実施することにより、子育て支援サービス等に係る負担が軽減され、ニーズに即した効果的な支援がすべての妊婦・子育
て家庭に届くことになり、伴走型の相談支援の実効性がより高まる。

施策
体系

目的・意図
上記のような状況の中、妊娠届出時から子育て家庭に寄り添い、出産、育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報
発信等を通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対し、出産
育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支援を一体として実施する。

主 な 予 算 費 目 款 項 目4 1 1

)

 目指す５年後のまち -
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複数年度単年度繰返

未来を担う子どもたちを育むまち

学校教育

2

1

学校給食法

総事業費 406,337千円

事業の対象 市立小中学校児童生徒

現状・課題

【現状】新型コロナの影響が続くなか、小中学校給食において、食育に関する授業の実施が難しかったこと、学級閉鎖による学
校給食の欠食がある。
【課題】アフターコロナを見据え、新型コロナ前の学校生活に戻れるよう、学校給食を通じて食に関する授業の充実、かつ、小中
学校の児童生徒がいる家庭（子育て世帯）に対し、経済的負担の軽減を図ることが必要である。

事業の概要
(全体計画)

【給食費無償化の費用（R4年度）】
　市立小中学校の児童生徒（9,780人）
　　小学校児童　6,684人×4,400円/月
　　中学校生徒　3,096人×4,800円/月

事 業 名 学校給食費支援事業（小中学校給食費無償化）

学校給食センター

継続事業

令和3年度 令和4年度
減収額
9-10月　88,541千円
　　　　　（臨時交付金）
11-12月　88,541千円
　　　　　（臨時交付金）
1-3月　132,811千円
※学校給食材料費徴収金に上
記金額を補填

令和5年度

121,569

188,324

309,893

令和４年度 新規・主要事業調書（第10回補正予算分）

各年度の概要

 事業費A　（千円）

国 ･ 県 支 出 金

起 債

そ の 他 の 特 財

一 般 財 源

１．基礎情報 担当課名

会  計  区  分

令和6年度

一般会計

３．事業実施に当っての必要性・有効性等

職 員従 事者 数(人･年)B

教育こども部

補  助  金  等 有 無国 県 その他(

2 学校教育の充実

根 拠 法 令 等 名 称有 無
事 業 期 間 単年度(　　　　年度) (　　　　年度 ～ 継続) (　　　　年度 ～ 　　　　年度)

事 業 区 分

2 4

２．事業の概要

(対象数: 9,780人 )

(　　　　 年度 ～ 　　　　 年度)2 4

0 1 0 0
6,700

316,593
人件費C=B×6,700千円

概 算 コ ス ト  A + C

４．その他特記事項
国・県支出金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を見込んでいます。なお、交付金事業全体の執行率を踏まえて一部一般財源を
充当しています。（第8回・第10回補正を除く）

（期待できる効果）

-
該当なし取組

№

 給食費を不徴収とすることで、給付型の対策に比べ、事務処理の手間が少なく確実な対策となる。また、給食費を徴収しないという方法によって、保護
者の経済的負担軽減の観点から、迅速な対応が取れる。

施策
体系

目的・意図
市立小中学校の給食費の無償化を実施することで、小中学校の児童生徒がいる家庭に対し、多くの品目の食料品が値上げの
状況のなか、経済的負担の軽減と安心して学校生活を送ることができるよう支援することが目的である。

主 な 予 算 費 目 款 項 目8 6 3

)

 目指す５年後のまち -

7



複数年度単年度繰返

未来を担う子どもたちを育むまち

子ども・子育て支援

2

2

総事業費 33,820千円

事業の対象 市内保育園・幼稚園

現状・課題

長引く新型コロナウイルス感染症の蔓延防止のため、継続的に公立保育所、公立幼稚園等で消毒液やマスク等衛生用品の購
入や空気清浄機等の備品を購入して対応している。昨今では経済活動が活発になっているため、延長保育や預かり保育の需
要が高まっており、園での滞在時間が増え使用量が増えている。また、新たに幼稚園の冬休み、春休みの預かり保育も開始さ
れるため、衛生用品等が不足すると想定される。

3,000

事業の概要
(全体計画)

令和2年度（決算）　　　　　　　幼稚園　7，886千円　保育園1，994千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9，880千円
令和3年度（決算）　　　　　　　幼稚園　3，976千円　保育園1，964千円・・・・R2年度分　繰越明許費　　　　　　　5，940千円
　　　　　　　　
令和4年度（予算）　　　　　　　幼稚園　4，000千円　保育園2，000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6，000千円
令和4年度第10号補正予算　幼稚園　4，000千円　保育園2，000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6，000千円
令和5年度（予算）　　　　　　　幼稚園　4，000千円　保育園2，000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6，000千円

事 業 名 幼稚園・保育園感染症拡大防止対策事業

幼保こども園課

継続事業

令和3年度
幼稚園管理運営費（臨時）
3，976千円

市立保育所管理運営費（臨
時）
1，964千円

令和4年度
幼稚園管理運営費（臨時）
消耗品費6,400千円
備品購入費1,600千円
市立保育所管理運営費（臨時）
消耗品費3，200千円
備品購入費800千円

令和5年度
幼稚園管理運営費（臨時）
消耗品費3,200千円
備品購入費800千円
市立保育所管理運営費（臨時）
消耗品費1,600千円
備品購入費400千円

2,970

2,970

5,940
6,000

6,000

12,000

3,000

6,000

令和４年度 新規・主要事業調書（第10回補正予算分）

各年度の概要

 事業費A　（千円）

国 ･ 県 支 出 金

起 債

そ の 他 の 特 財

一 般 財 源

１．基礎情報 担当課名

会  計  区  分

令和6年度

一般会計

３．事業実施に当っての必要性・有効性等

職 員従 事者 数(人･年)B

教育こども部

補  助  金  等 有 無国 県 その他(

1 子育て支援の充実

根 拠 法 令 等 名 称有 無
事 業 期 間 単年度(　　　　年度) (　　　　年度 ～ 継続) (　　　　年度 ～ 　　　　年度)

事 業 区 分

2 4

２．事業の概要

(対象数: 12 )

(　　　　 年度 ～ 　　　　 年度)2 5

0.2 0.3 0.2 0
1,340 2,010 1,340
7,280 14,010 7,340

人件費C=B×6,700千円

概 算 コ ス ト  A + C

４．その他特記事項

（期待できる効果）

-
該当なし取組

№

経済活動が活発となり延長保育や預かり保育の需要が高まっており、園での滞在時間が増えることにより、使用量が増えることから園児の感染対策が
必要である。また、以前から希望者の多かった幼稚園の冬休み、春休みの預かり保育が令和4年度中に開始されることとなったため、使用量が増える
ことに対応する。

施策
体系

目的・意図
公立幼稚園、保育園等の新型コロナウイルス感染症対策を継続するため必要となる消毒液やマスク等衛生用品の購入や空気
清浄機等の備品を購入する。
経済活動が活発となり延長保育や預かり保育の需要が高まっており、園での滞在時間が増え使用量が増える上に、新たに幼
稚園の冬休み、春休みの預かり保育も開始されるため、追加購入に対応できるようにする。

主 な 予 算 費 目 款 項 目8 4 1

)

 目指す５年後のまち -

8


